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2030年に向けた企業経営・会計監査の
人材育成に資する教育改革

学術フォーラム



外食事業
売上高 ６３０億円

総店舗数 468店（国内435/海外33）

外食事業
売上高 ６３０億円

総店舗数 468店（国内435/海外33）

コントラクト事業
売上高 ４９７億円
総店舗数 170店

コントラクト事業
売上高 ４９７億円
総店舗数 170店

空港

食品事業
売上高 １２４億円
食品事業

売上高 １２４億円
ホテル事業

売上高 ３５０億円
ホテル数 直営４３棟

ホテル事業
売上高 ３５０億円
ホテル数 直営４３棟

グループ概要／主な事業セグメント
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【事業会社】 ロイヤルフードサービス株式会社
ロイヤルホスト、天丼てんや、シズラー、シェーキーズ、ビアレストラン、
カフェ、各種専門店など多様な飲食業態を展開

【事業会社】 ロイヤルコントラクトサービス株式会社
法人からの委託により、様々な立地特性にあわせた多種多様な
飲食業態を展開

大規模施設

高速道路

官公庁

オフィス

スポーツ

百貨店

ｴﾝﾀﾒ施設

【事業会社】 アールエヌティーホテルズ株式会社
リッチモンドホテルブランドを札幌・仙台・東京・大阪・京都・福岡・
沖縄など全国に展開

【事業会社】 ロイヤル株式会社
ロイヤルグループの各事業における食品製造、購買、物流のほか、
グループ外向け「業務食」や家庭用「ロイヤルデリ」を製造

外食事業
630億円

コントラクト事業
497億円

食品事業
124億円

ホテル事業
350億円

（その他）

連結売上高

1,521
億円

＊2024年12月期業績（事業セグメントの売上高にはセグメント間売上高が含まれています）
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規模
（店舗数・営業日数・営業時間）

企業の生み出す価値の総和

１
単
位
当
た
り
の
創
出
価
値

ホスピタリティ産業を脅かす供給制約

規模の拡大
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規模
（店舗数・営業日数・営業時間）

企業の生み出す価値の総和

１
単
位
当
た
り
の
創
出
価
値

規模の拡大による価値減衰

規模の戦略的圧縮

規模の圧縮

店舗数削減

２４時間廃止

店休日

営業時間短縮
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• 規模の戦略的圧縮は一時的施策
であり、中長期的には縮小均衡リ
スク

• 持続的成長を図るにはテクノロ
ジー（含むAI）の活用が不可欠

２０３０年に向けた経営認識

テクノロジーの活用レベルは競争優位となるか

産業・事業によって異なる （各産業・各事業の価値創造プロ
セスによって異なる）

時間軸によって異なる （短期的には競争優位をもたらすが、
中長期的には減衰）



産業・事業軸から見たテクノロジーの活用①

アート サイエンス

感性 論理性 ロジックエモーション 手作り システム
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 アート（外食でいえばレストラン）により主たる価値創造を行う事業は
価値創造プロセス以外（作業等）をテクノロジーで代替し、人間の力
をより発揮しやすい環境を整備

 サイエンス（外食でいえばFF)により主たる価値創造を行う事業は
価値創造プロセス自体をテクノロジーによって効率化・進化させる
ことが重要
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時間軸から見たテクノロジーの活用②

人手不足の深刻度

「ヒトによる競争優位」

テクノロジーの

競争優位

 短期的にはテクノロジーの活用は大きな差異化要因となるが、
中長期的に一般化されることにより、差異化要因は減衰し、
「ヒト」の能力が差異化要因となってくると想定

 ここでいう「ヒト」の能力とは、「感情労働」など、テクノロジーに
よって代替が難しい領域を示すものであり、人間の潜在力の最
大化が競争優位を構築する

＜現在＞ ＜未来＞



企業経営における人材育成のポイント

中
長
期

アート
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テクノロジーの活用により、
より人間の潜在能力を極大
化する環境整備

テクノロジーの活用により、
より人間の潜在能力を極大
化する環境整備

テクノロジーによって、ビジ
ネスモデルの効率化を推進
テクノロジーによって、ビジ
ネスモデルの効率化を推進

テクノロジーによって、効率
化だけではなく、ビジネスモ
デルそのものの進化を図る

テクノロジーによって、効率
化だけではなく、ビジネスモ
デルそのものの進化を図る

テクノロジーによって人手不
足を緩和し、人間力を発揮
できる環境整備

テクノロジーによって人手不
足を緩和し、人間力を発揮
できる環境整備

人間力の強化人間力の強化

ビジネス効率化ビジネス効率化

人間力の補完人間力の補完

ビジネス進化ビジネス進化

短
期

サイエンス



ロイヤルグループで取り組んでいるAIジャンル

人材育成 サスティナビリティ

オペレーション 共通ITインフラ

IoTAI

分析と意思決定 データ収集

棚卸

冷蔵庫

発報監視

水道光熱費
など

データ

予測

AIとIotとが連携することで、自動化させる

トレーニング(教育)
エンゲージメント向上

採用

タレントマネジメント
(人事評価など) マニュアル(教育)

社内の人手に頼ってきた業務をAIが代替え

AI

顧客応対業務の一部をAIが代替え

顧客

AI

メニューBook(自動生成)
翻訳/多言語対応
社内問い合わせ対応(FAQBOT)
お客様相談室(クレーム分析)

AIで業務工程を自動化し、業務をサポート

AIへの置き換え目的

自動化・標準化効率化・代替え

利用者
支援

セキュリティ

マーケティング

メニュー開発

ノウハウの
共有

A
Iが

果
た

す
役

割
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ロイヤルグループで取り組んでいるAI施策の進捗状況
検討中 一部導入済

AI採用活動支援 AIトレーナー
⇒新人教育の一環として、ひとではなくAIが接

客トレーニングを実行と評価する仕組みAIトレーナー(次フェーズ)
⇒表情と口調のデータ化と分析、ロイヤルらしさをAIで

表現

マニュアル
⇒AI動画マニュアル作成と多言語化

募集要項の生成

タレントマネージメント
⇒人事評価・適材適所、レコメンド、ローテーション

従業員エンゲージメント向上

メニューBook(画像/動画-自動生成) メニューBook(多言語対応)

メニューBook(翻訳)

議事録 プレスリリースの生成

社内問い合わせFAQチャットBOT店舗内AIカメラ(一部店舗)

お客様相談室

IoTとAI連携
⇒棚卸、冷蔵庫、発報監視、水道光熱費の監視分析

対応済

セキュリティ
⇒振る舞い検知

障害検知(工場機器予防保全)

マーケティング、ブランディング活用(DWH)

顧客、店舗データのマーケット分析

販売支援(一部事業会社)

メニュー企画
⇒商品企画、レシピ生成、新メニュー企画(ロイヤルら

しさ)、原価対応

人材育成

サスティナ
ビリティ

オペレー
ション

共通ITイ
ンフラ

⇒メール生成・クレーム分析
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参考：2025-27年 IT中期計画(店舗オペレーション効率化一部抜粋)

① 店舗管理システム(Polaris)をベースに各種業務AIと連携

→バックオフィス業務の自動化とマネジメント精度向上
を目指す。

店舗管理
システム

AIシフト作成
Polarisにて実装

無駄な人件費 カット
ホスピタリティ 維持

AI自動発注
SCMプロジェクトにて推進中

雑損コスト カット
機会損失 軽減

AI営業予測
Polarisにて実装

② AI分析による従業員エンゲージメントの向上（検証中）

→QSCA向上と顧客満足度向上を目指す。

エ
ン

ゲ
ー

ジ
メ

ン
ト

測
定

・改
善

エ
ン

ゲ
ー

ジ
メ

ン
ト

D
X

ア
プ

リ
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参考：近い将来目指すAI店舗像

店舗バックオフィス業務を極力“ゼロ”に。人によるホスピタリティを“100”に。

AI Orchestrator

Shop Front

AIロボット

AI Dynamic 
Pricing

AI多言語対応

AI予約受付

AI
レコメンド

AIカメラ

AI翻訳

AIチャットボット

AI
店内広告最適

AI調理

・・・

・・・

AI鮮度管理

AI需要予測 AIトレーニングAI発注業務

AI棚卸業務

AIデータ分析 AIシフト管理

AI需要予測

バックオフィス

・・・

複数AIを相互に連携

AIオーケストレーションによる複数AIモデルを統合管理

人は実施したいことをAI Orchestratorに伝える

回答を生成

APIコール

社内データソース検索

質問

生成文章

質問の適切性評価、
プロンプト発行、
ログ蓄積

生成文章の
適切性評価

■オーケストレーションの方法イメージ

オーケストレーション＝生成AIへの複数の指示を
制御して一括で実行させる方法。

統合基盤
(DWH)

１．複数AIを相互に連携することでより高度化なAI活用が可能
２．AIモデルの動的な変更と拡張を柔軟に対応が可能

全社統合基盤
(DWH)
検討中
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